
  
 

令 和 ５年 １月 １１日 
道路局道路交通管理課 

 
 

車両運行管理支援のための ETC2.0 特定プローブデータ 
配信事業者を公募します 

 

国土交通省では、車両の運行管理等を行う事業者等に、ETC2.0 車載

器から収集した特定車両の走行位置やブレーキ等の情報を提供するこ

とで、運行管理の効率化やドライバーの安全確保等の取組を行う配信事

業を平成３０年８月より行っております。 
このたび、令和５年度から令和６年度までの間、事業に協力し、デー

タ配信等を行う配信事業者を募集します。 

 
１．公募期間 
  令和５年１月１１日（水）～令和５年１月３１日（火） 
 
２．募集要項の入手先 

 別添公示文を確認のうえ、担当部局にご連絡ください。 
 
３．参考資料 
   別添１：ETC2.0 車両運行管理支援サービスについて 
   別添２：ETC2.0 車両運行管理支援サービスの仕組み 
   別添３：車両運行管理支援のための ETC2.0 特定プローブデータ

配信事業（令和５年度～令和６年度）の公示 
 
 
 
                                                                           

問い合わせ先：国土交通省 道路局道路交通管理課 ITS 推進室  田胡・五十川 
TEL：03-5253-8111（内線：37462、37464）（課直通）TEL：03-5253-8484  

 

 



目的地

物流拠点等
出発地

物流拠点等

急ブレーキ －0.42G
急ハンドル 0.05G

急ブレーキ
急ハンドル情報

物流事業者等

17時30分

トラック等の位置情報

トラック等運行ルート

リアルタイムな位置情報で

正確な到着時刻を予測

⇒ 荷待ち時間を短縮

急ブレーキ情報等により

運転の危険箇所を

ピンポイントで特定

⇒ ドライバーの安全確保

18時10分
18時40分

17時57分

ETC2.0車両運行管理支援サービスについて

約半数で１時間以上の
荷待ち時間※が発生

国土交通省
トラック輸送状況の実態調査
（平成２７年）より

※主要産業の配送センターにおける
到着から荷役開始までの時間

1～2時間
26.4%

１時間以内
44.9%

2時間
以上

28.7%

荷待ち時間の現状 サービスイメージと期待する効果

平成30年8月30日(木)より本格導入開始

○ 運行管理の効率化やドライバーの安全確保等を目的として、ETC2.0で収集される車両の位置情報等
のデータを事業者へ提供する社会実験を平成28年2月より実施



※特定プローブデータ：事業者等の申請により、車両を特定して抽出したもの

○ ＥＴＣ２．０を搭載した、特定の車両の走行位置や急ブレーキ等のデータ（特定プローブデータ）を抽
出し、配信事業者に提供。配信事業者は、特定プローブデータの加工・表示を行うサービス事業者
に配信し、物流事業者等の車両運行管理等に活用。

ETC2.0車両運行管理支援サービスの仕組み

車両運行管理に活用

【国土交通省】 【サービス事業者】 【物流等事業者】

特定プローブデータ
の抽出・提供

道路上の
路側機

【配信事業者】

特定プローブデータを
サービス事業者ごとに

仕分け・配信

【サービス事業者】

【サービス事業者】

■ 特定プローブデータの取扱い

・特定プローブデータは、当該車両が関係するサービス事業者、物流事業者にのみ提供

・各事業者は特定プローブデータを車両運行管理以外の目的には使用しない。

特定プローブ
データの加工・表示

【物流等事業者】

【物流等事業者】

【物流等事業者】

【物流等事業者】

【物流等事業者】

・・・

【物流等事業者】

【物流等事業者】

【物流等事業者】

・・・



 

車両運行管理支援のための ETC2.0 特定プローブデータ配信事業 

（令和 5 年度～令和 6年度）の公示 

 

 令和５年１月１１日 

国土交通省道路局長 丹羽 克彦 

 

 下記のとおり、提案書の提出を求めます。 

 

記 

 

１ 事業内容 

(1)事業概要 

車両運行管理支援のための ETC2.0 特定プローブデータ配信事業（以下「本事業」とい

う。）は、国土交通省道路局（以下「国」という。）が、ETC2.0 車載器を搭載した車両

の運行管理等を行う事業者等に、ETC2.0 車載器から各道路管理者（高速道路会社等を含

む。以下単に「各道路管理者」という。）の設備を経由して国が収集する特定車両の走行

位置やブレーキ等の情報（以下「特定プローブデータ」という。）を提供することで、運

行管理の効率化やドライバーの安全確保等の取組を支援するものである。 

特定プローブデータを車両の運行管理等を行う事業者に配信する事業者（以下「配信

事業者」という。）は、国と「車両運行管理支援のための ETC2.0 特定プローブデータ配

信事業（令和 5 年度～令和 6 年度）協定書」（以下「協定書」という。）を締結し、国か

ら特定プローブデータを取得し、特定プローブデータの受信、処理、又は活用を希望する

事業者等（地方公共団体を除く企業又は団体（法人格を有し、定款等により代表者、活動

内容及び財産管理方法等について確認できる者に限る。）。以下「受信希望者」という。）

に対し、特定プローブデータの配信を行う。 

また、データ配信開始の日から一定期間、本事業の試行期間を設け、本事業の効果的・

効率的な実施のための体制、手続などについて調査・検証を行う。 

なお、事業の内容及び試行期間における調査・検証事項については、要求水準書に示す

内容を満たすものでなければならない。 

 

(2)事業期間 

    本事業の事業期間は、令和 5 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日までの期間とする。ま

た、データ配信開始の日は、国との協議により定めるものとする。なお、データ配信開始

の日から国との協議により定める日までの期間を試行期間とする。 

    なお、事業年度は、各暦年の 4 月 1日に始まり翌年の 3 月 31 日に終了する 1年間とす

る。 

 

(3)費用負担及び収入 

    配信事業者は、本事業の実施に要する費用（公租公課、応募に係る費用を含む。）の全て

を負担するものとする。国は、協定書等に特段の定めがある場合を除き、本事業に係る費用

の一切を負担しない。配信事業者は、配信に必要な諸費用をまかなう（本事業において利益

は生じない）範囲で、受信希望者から受信料金を徴収することができる。受信料金について



 

は国と協議により定めるものとする。 

 

２ 応募に関する要件等 

（１）対象者 

    民間事業者、独立行政法人、国立大学法人、認可法人、民間団体（公益法人を含む。）。 

また、複数者による共同提案も可とする。その際は、共同して提案を行う複数者（以下

「グループ」という。）の中から本公募に係る代表者を選定すること。その者は、グルー

プを代表して、本公募に係る連絡調整等を国との間で行うものとする。なお、グループを

構成する全ての者が以下（２）参加資格に記載する全ての要件に適合している必要がある。 

また、共同提案を行う際には、提案書提出時に共同提案体協定書（様式９）を添付する

こと。 

 

（２）本公募への応募要件及び事業実施上の条件は、国で実施している企画競争における参加資

格要件を準用し、応募する者は、次の資格を満たしていることを必要とする。 

   ①予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該当

しない者であること。 

   ②令和４・５・６年度国土交通本省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の

資格を取得または申請している者であること。 

   ③国土交通省大臣官房会計課長から指名停止を受けている期間中でないこと 

   ④警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとして、国

土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

⑤管理技術者に関する資格要件 

 配置予定管理技術者が技術士（建設部門、電気・電子部門又は総合技術監理部門）、博

士（工学）、RCCM(道路部門又は電気・電子部門)、土木学会認定資格（特別上級技術者又

は上級技術者又は１級技術者）のうちいずれかの資格を有していること。 

⑥当該事業の実施体制 

配置予定管理技術者、担当者については、提案書を提出する社と直接的かつ恒常的な雇

用関係にあること。なお、「恒常的な雇用関係」とは、提案書の提出日において３カ月以

上の雇用関係にあることをいう。 

     ⑦配置予定管理技術者の実績 

    配置予定管理技術者が、下記に示す同種又は類似業務について、平成２４年度以降に完

了した業務において、1件以上の実績を有していること。 

       同種業務：プローブデータを用いた ITS に関する業務 

         類似業務：ITS に関する業務 

⑧募集要項を３(2)に従い直接担当から交付を受けたものであること。 

 （交付の方法については、手交またはデータ送付とする。） 

⑨情報管理体制に関する要件 

本事業における情報保全に係る履行体制に関する資料（様式 10）を情報管理規則等の内

規を添付の上、担当部局へ提出すること。 

 

 

３  手続等 

(1)  担当部局 

〒１００-８９１８ 東京都千代田区霞ヶ関２－１－３   

国土交通省道路局道路交通管理課高度道路交通システム（ITS）推進室 

企画調整係 五十川、塩田 

電話 ０３-５２５３-８１１１（内線：３７－４６４、３７－４６７） 

電子メール isogawa-t8910@mlit.go.jp shioda-m2uq@mlit.go.jp 

 

(2)  募集要項の交付期間及び方法 



 

①期間 令和５年１月１１日から令和５年１月３１日まで 

②方法 説明書の交付方法については、下記のいずれかとする。 

１． 上記担当部局にて紙媒体をもって手交 

２． 上記担当部局より電子データの送付 

説明書の手交または電子データの送付を希望する場合は、予め（1）の担当まで事前連 

絡を行うこと。 

 

   (3)  提案書の提出期限、場所及び方法 

①期限 令和５年１月３１日１８時００分まで 

②場所 上記担当部局  

③方法 上記担当部局へ、持参、郵送（書留郵便に限る。）又は電子メールのいずれか

により提出すること。なお、持参又は郵送の場合は１部提出することとし、電子メ

ールの場合は着信を確認すること。また、電子メールで提出する場合は以下による

こと。これ以外での提出は無効とする。 

・使用可能なソフトは以下のとおりとする。 

「一太郎 Government 9」「Microsoft Word2016」「Microsoft Excel2016」｢Microsoft 

Powerpoint2016｣「Acrobat Reader DC」以前の形式に限る。 

・ファイル総量は極力３メガバイト以内とすること。 

・印刷時に規定の枚数内となるように設定しておくこと。 

なお、送信された提案書の印刷は白黒で行う。 

    (4)  説明会の有無、日時及び場所等 

      説明会は実施しない。 

  (5)  提案に関するヒアリングの有無、日時及び場所等 

ヒアリングを原則実施するが、日時・場所及び手法等については別途指示する。 

なお、ヒアリングは提案書を用いて行うものとする。 

  (6) 提案書の特定については、学識経験者が提案書の審議を行い、その結果を聴取したう

えで、提案書の特定を行う。 

 

４ その他 

(1)  手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 関連情報を入手するための照会窓口 ３(1)に同じ。 

(3) 提案書の作成及び提出に要する費用は、提案者側の負担とする。 

(4) 提案書を提出する際は、暴力団排除に関する誓約事項（募集要項記載）を承諾のうえ、

提出しなければならない。 

(5)  提出された提案書は、当該提案者に無断で二次的な使用は行わない。 

(6)  提案書に虚偽の記載を行った場合は、当該提案書を無効にするとともに、記載を行っ

た提案者に対して指名停止を行うことがある。 

(7)  特定した提案内容については、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平

成１１年５月１４日、法律第４２号）において、行政機関が取得した文書について、

開示請求者からの開示請求があった場合は、当該企業等の権利や競争上の地位等を害

するおそれがないものについては、開示対象となる場合がある。 

(8) 特定しなかった提案書は、原則返却する。なお、返却を希望しない場合はその旨を提

案書を提出する際に申し出ること。 

(9) 提案を特定された者が、協定書締結時において令和４・５・６年度国土交通本省競争

参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の資格を取得していない場合は、特定

を取り消す場合がある。 

  (10) 詳細は募集要項による。 


